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論文･報告
低平地研究における
科学技術コミュニケ シーョン
１．はじめに
　今から18年前の1996年，文部科学省は，科学技
術を普及し啓発する活動への取り組みを強化する
ことを示した 1）．そこでは，理科教育等の充実だ
けでなく，科学技術に親しむ多様な機会を提供し，
その理解の増進と関心を喚起すべきとした．具体
的方策として，大学などで高校生等を受け入れる
体験事業，大学教員・研究者による小・中・高等
学校等での講演や実験の実演，施設の公開，そし
て，研究者側からの的確で分かりやすい情報発信
を行うことが挙げられている．
　しかしながら，昨年2013年に同省により策定さ
れた『第 ４ 次科学技術基本計画』2）では，2011年
に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故
をうけて，さらに双方向性を深化させる方向へシ
フトしている．具体的には，原子力発電所の事故
によって明らかになった我が国のリスクマネジメ
ントと危機管理の不備が，科学技術に対する国民
の不安と不信を生んでいると現状を分析した．そ
れを受け，さらに「我が国の直面する課題の達成
に向けた科学技術の可能性と条件，条件が妥当し
ない場合のリスクやコストについて，研究者，技
術者，研究機関と連携，協力しつつ，国民に率直
に説明し，その理解と信頼と支持を得る必要があ
る｣ としている．
　「我が国の直面する課題の達成に向けた科学技
術」は，低平地研究にも当てはまる．つまり，低
平地の直面する地域課題の達成に向けた科学技術
について，研究者はひろく国民，つまり非専門家
の一般市民にも説明し，理解と信頼を得ていくこ
とが求められている．そこで，本報告では，専門
家と一般市民を結び付けるための研究分野である
科学技術コミュニケーションについて，事例を紹
介しながらまとめ，今後の低平地研究の発展を模
索する．具体的には，古くから科学技術と社会と
の関係に着目してきたイギリスの事例を参考に，
科学技術コミュニケーション分野を俯瞰する．そ
の後に，日本における現状を紹介し，位置付ける．
さらに，これらを通じて，今後の低平地研究に対
する科学技術コミュニケーションのありかたを模
索する．
2．イギリスにおける先行事例
　日本で「科学技術コミュニケーション」の重要
性が意識され始めるよりも早く，イギリスなど欧
州の一部では，科学と社会が互いに影響しあう関
係にあることが認識されていた．1820年代，イ
ギリスの王立研究所（The Royal Institution）は，
化学・物理学者であるファラデー（M. Faraday）
の指揮のもと，一般市民向けの公開実験講座「ク
リスマスレクチャー」を開始しており，1981年に
は，科学と一般市民のコミュニケーション促進
を目的とした英国科学振興協会（BA）が設立さ
れている．そこで，ノートンの著書 3）を参考に，
イギリスにおける科学技術コミュニケーションの
時系列的発展を概観し，日本における昨今の試み
の位置づけを明確にする足がかりとした．またイ
ギリスでは Science communication という言葉が
一般的だが，対象にテクノロジーも含まれること
から，ここでは「科学技術コミュニケーション」
という言葉で統一することとした．
2.1　第一段階：科学リテラシー重視
　Bauer4）に基づき，イギリスの科学技術コミュ
ニケーションの歴史を３つの段階にまとめて紹介
する．まず①科学リテラシー重視の段階である．
1960年代のイギリスでは，第一次世界大戦の影響
から優秀な科学者・技術者の確保が重要になった
が，キャリアとしての科学研究の人気は下がる一
方であった．その理由として一般市民の知識レベ
ルが低いことが疑われた．そこで，「もっと知り
さえすれば科学を理解してくれるのでは」と考え
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るようになり，一般市民へ広く科学を広める活動
が行われるようになった．そして70年代には，科
学的知識レベル「科学リテラシー」の測定技術が
研究開発され，科学的事実に関する基礎知識や，
科学的性質・プロセスについての理解を測るよう
になった．
2.2　第二段階：一般市民の科学理解
　1980年代には，一部の一般市民が原子力発電や
動物実験に対して明確な反対意思を示し始めた．
これらをうけて，一般市民の科学的な知識の欠如
が経済成長のバリアとなるのでは，と懸念されは
じめた．イギリス王立協会は，一般市民の科学理
解をめぐる報告5）の中で，一般市民から科学に向
けられる反感は，科学に対する無理解とリテラ
シーの低さが根底にあると分析し，一般市民の科
学理解を増進させることは科学者の職業的責任で
あると打ち出した．科学に対する一般市民の不安
の原因は科学的な知識と理解の欠如である，とい
う考え方，または，そのような考えに基づく啓蒙
活動型の科学技術コミュニケーションは「欠如モ
デル」と呼ばれている．この報告をうけ，研究者
へ科学技術コミュニケーショントレーニングが提
供されるほか，科学ジャーナリストの仕事を体験
させるフェローシップなども行われるようになっ
た．
2.3　第三段階：一般市民の政策決定参加
　最先端の科学には不確実性が多いこと，また科
学の意義はそのときどきの社会の道徳的・倫理的
枠組みの中で捉えられることが明らかになってく
るにつれ，欠如モデル的な理解増進活動だけで
は不十分であることがわかってきた．物理学者
の Weinberg が「科学に問うことはできるが，科
学のみで答えを与えることができない問題群」を
トランス・サイエンス的問題群（trans-scientifc 
questions）とよんだのは1972年6）のことだが，
1986年に発生したチェルノブイリの原発事故や
BSE 問題などのトランス・サイエンス的な問題
の発生を通じて，科学者と一般市民がオープンに
対話をし，互いの観点を尊重する方向へ変換が試
みられた．このようなアプローチによる科学技術
コミュニケーション活動は，第二段階時代を代表
する「欠如モデル」に対応して「対話モデル」と
よばれることもある．このアプローチでは，専門
家が市民と話し合う双方向的な対話の場が推奨さ
れることはもちろん，市民の意見を政策決定のプ
ロセスに組み込むという視点が特に新しいもので
あった．これは，1960年代に生まれた「科学技術
の発展が社会にもたらしている，あるいは将来も
たらすと予想される影響を，分析評価し，国の政
策に反映させるしくみ」であるテクノロジーアセ
スメント7）と結びついた．1986年，デンマーク技
術委員会（DBT）は，技術の影響を受ける市民
も参加する「参加型テクノロジーアセスメント」
を始めた．この代表的な手法として「コンセンサ
ス会議」や「討論型世論調査」がある．これらの
参加型テクノロジーアセスメントの試みは，BSE
問題以降，イギリスだけでなく世界各国で加速し
ている．
3．日本における活動事例
3.1　科学技術コミュニケーション活動
　日本において，科学技術コミュニケーションに
関する政府の支援が一斉に開始したのは2005年で
ある．このころ神戸大学や東北大学でサイエン
スカフェが積極的に開催されるようになり，翌
2006年には，日本学術会議の指揮のもと，サイエ
ンスカフェが全国21カ所で開催された．サイエン
スカフェでは従来の講演会のスタイルとは異なり，
専門家（大学教員，研究者を含む）による20分程
度の話題提供のあと，ただちに聴衆は質問や議論
に入るスタイルがとられる．このことから，参加
者人数は，このようなスタイルが成り立つ20名程
度が理想とされている．この双方向の意見交換を
行うスタイルにより，専門家は一般市民の意見を
自らの研究に取り入れることができ，また，一般
市民は理解をより深めることができると考えられ
ている．このことからは，科学リテラシー重視の
段階や，一般市民の科学理解を増進する段階だけ
でなく，第三段階の初期のように双方向性にも着
目が集まっていることがわかる．しかし，多様な
ステークホルダーの関わる事項をテーマとした
ケースでは，日本における科学技術コミュニケー
ション活動の主流は啓蒙・教育路線である，と指
摘されている7，8）．平川8）は，サイエンスカフェ
の中にも専門家の講演が中心のものや「科学の面
白さ・楽しさ」をアピールすることが主眼のもの
が多いと述べ，このような一方向的な科学技術コ
ミュニケーションが多い現状が，ステークホル
ダー間の対話不足や不信に繋がると警鐘を鳴らし
ている．一方で，「対話の場の創り方・動かし方
次第で議論が活性化することは多い」と場づくり
の重要性にも言及している．
　しかし，前章でまとめた第三段階に我が国が
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至っていないわけではない．一般市民の政策決定
参加の段階にも踏み込みはじめており，1998 年
から参加型テクノロジーアセスメントも行われて
いる．たとえば，農林水産先端技術産業振興セン
ターでは，一般市民の関心や懸念を研究に反映さ
せることを目的として，「遺伝子組み換え農作物
を考えるコンセンサス会議」を2000年に行ってい
る．その他にも，科学技術社会学の研究者らが主
導に行ったものなどもある．しかしながら，他の
国々同様に，これらの参加型テクノロジーアセス
メントは政策決定プロセス上の位置づけが曖昧で
あることが多く，政策に反映されない場合があり，
今後の課題となっている．また，アメリカやイギ
リスでは，独自に調査した情報を議会に提供する
機関が存在するが，我が国にそのような機関はな
い．よって，政策への市民関与が本格的に認識さ
れ実現するようになるには時間がかかるのでは，
と考えられている3）．
3.2　科学技術コミュニケーター
　我が国の科学技術コミュニケーションの問題点
として，双方向性の不足を取り上げた場合，双方
向的な場づくりを「誰が」行えばよいのだろうか．
2005年に文部科学省科学技術振興調整費人材養成
という枠組みで，東京大学，早稲田大学，北海道
大学に「科学技術コミュニケーター養成のための
プログラム」が同時に発足した．科学技術コミュ
ニケーターとは「科学技術の専門家と非専門化と
の間で，コミュニケーションがうまくいくよう仲
立ちする，橋渡しするという役割を持った人」9）
である．
　北海道大学の科学技術コミュニケーター養成プ
ログラム（CoSTEP）10）は，北海道大学の学生だ
けでなく，社会人や他大学の学生（大学卒業と同
等の知識や学力を有することが求められる）に
も門戸を開いている点で特異的である．CoSTEP
は，「双方向的なコミュニケーションの場を創出
できる人材」の育成を目的とした体系的なカリ
キュラムを提供し，科学技術コミュニケーターに
必要な知識と経験を身につけるためのプログラム
を展開している．さらに，サイエンス・カフェ札
幌の運営，インターネットを経由して配信される
ラジオ番組（ポッドキャスト）の作成，研究紹介
映像の制作，大学広報誌の制作，フェイスブック
「いいね！ Hokudai」の運営，対話イベントなど
を行っている．これらの活動は，科学技術コミュ
ニケーターを育成するための実践授業の場である
と同時に，北海道大学の研究者と市民との対話の
場の創出にもつながっている．
　受講生は大学などの教員や官公庁の研究員，博
物館関係者，マスコミ関係者，主婦など非常に多
様であり，プログラムの修了生は約600名（2013
年度現在）である．そして，これらの人材が科学
技術コミュニケーターとしてマスコミや博物館の
他，大学等の教育機関，国立の研究機関などで活
躍している．
4．低平地研究に生かす科学技術コミュニ
ケーション
4.1　土木技術者に求められるもの
　土木技術者は，社会基盤を築くための公共事業
に関わることが多く，公共事業を遂行するための
法的体系は整っているように見える．しかしなが
ら，近年では行政と住民との調整がまとまらず，
公共事業の執行が滞る事例が顕在化している．日
下部 11）は，原因は多様であるとしながらも，行
政と住民という対立の根底には「どのような政策
がとられ，どのように実行されているのかについ
て，行政側に説明責任があることを示している」
情報公開法や，「地方自治精神の実質化による民
意の熟成」がある，としている．
　これらの問題を受け，公共事業の遂行方法は，
行政内部で検討を進める従来型の手法から，諸過
程でステークホルダーに情報を公開し，広く意見
を聴取してそれらを反映させる対話型方式へ変化
した．このような対話型の手法においては，「多
様な市民とのコミュニケーションの場作りと，そ
の運営，そして（中略）合意を形成しなければな
らない」と述べる11）．日下部はこの役割を担う人
を「話し合いや共同作業を行うワークショップの
支援者」であるファシリテーターに求めているが，
科学技術と社会の接点の問題であること，話し合
いの支援だけでなく場作りも求められることなど
から，科学技術コミュニケーターの役割ともいえ
るだろう．いずれにしても，専門知識を有しなが
らも中立的な立場を維持し，行政と市民の双方向
的なコミュニケーションが円滑に進み合意を形成
できるような場を作り，コミュニケーションを支
援する人が土木分野でも必要とされている．
4.2　リスクコミュニケーションに求められるもの
　低平地分野においては，防災に関する研究が重
要性を増してきている．未来に起こりうる災害の
リスクに関して，発信や地域への応用については
科学技術コミュニケーションというよりは，リス
クコミュニケーションの分野に詳しい．そこで，
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ここでは防災に関するリスクコミュニケーション
についても触れておくことにする．
　確率的蓋然性に従って，自然はしばしば人間に
脅威を与える．これらの自然災害を「リスク」と
よぶ場合もあるが，多くの場合「リスク」には「危
険」という概念の他に「利益・便益」も含まれて
いる．よって，リスクコミュニケーションとは，「危
険の分配と社会全体で得られる利益の分配，それ
ぞれの公正性・正当性について話し合うこととも
いえる」12）．1989年，アメリカの学術会議National 
Research Council は，説得や教育といった方向の
リスクコミュニケーションには効果がないと結論
付けた．そしてリスクコミュニケーションを，「個
人，機関，集団間での情報や意見のやり取りの相
互作用的過程」と新しく定義づけた 13）．つまり，
対話の場において，意見や情報を十分に交換する
ことこそがリスクコミュニケーションであると述
べたのである．これらのことから，防災に関する
リスクコミュニケーションにおいても，科学技術
コミュニケーション同様に，専門家を含めて双方
向的なコミュニケーションの場が求められている
ことがわかる．
　また，矢守ら14）は，防災をめぐる「道具」として，
①防波堤，耐震建築などのハードウェア，②自然
の猛威が前述したハードウェアによる抑止力を上
回ってしまった場合に，その被害を人間・社会の
側の力によって軽減化するための鳥瞰図的なソフ
トウェア（防災マニュアル，ハザードマップな
ど），③一般市民が自主的に防災に関わることを
サポートする，ローカルで生成的なウェア（市民
自ら防災マップを作るワークショップ，防災に関
するポートフォリオ学習キット，防災ゲーム「ク
ロスロード」など）を挙げている．そして，これ
ら３種の道具を使ってリスクを管理していくこと
が重要であると述べている．①のハードウェアや
②のソフトウェアについては工学的な側面からの
研究が可能であるが，③のウェアに関しては社会
学的な分野からアプローチされることが多い．ま
た大阪大学では当時の大学院工学研究科教授，盛
岡　通が代表となって「環境リスク管理のための
人材養成プログラム」を2004年から2008年にかけ
て実施している．これらのことから，リスク管理
に関しても，科学技術と同様にコミュニケーショ
ンの専門家が求められていることがわかる．
4.3　低平地研究会における科学技術コミュニ
ケーションの現状
　低平地研究会は，時事のみならず将来的な問題
に対応することを目的とした，大学研究組織，海
外研究組織，産業界，一般市民で構成される組織
である．低平地研究会では，本稿が掲載されてい
る学術誌『低平地研究会』の他，会の動向を広報
するニューズレターを発行している．ニューズレ
ターは会員向けであり，組織内における交流，情
報交換を目的としていることがうかがえ，多様な
立場のステークホルダーが多く関わる本組織にお
いて，内部広報や情報の共有化が重要視されてい
ることがわかる．ニューズレターの記事を分析す
ると，アウトリーチ活動に関する記事は約12%を
超えている15）ことから，定期的に情報発信を行っ
ていることも明らかであるが，このアウトリーチ
先が，会員なのか非会員である一般市民なのかに
ついては明確ではない．しかし，講演会やシンポ
ジウムなどを一般市民向けに公開していることな
どから，積極的な姿勢がうかがえる．一方で，そ
れらの講演会やシンポジウムのほとんどは講演形
式であり，双方向性を意識して設計された場は少
ない．また，双方向的な場において一般市民から
得られた意見を研究に反映するシステムも存在し
ない．このことから，低平地研究会における科学
技術コミュニケーションは，イギリスにおける第
二段階に当たり，一方向的な情報発信が多いこと
がわかる．これは，小林7）や平川8）の指摘とも一
致している．
5. まとめ
　本稿では，イギリスの先行事例と我が国におけ
る活動事例を紹介し，低平地研究会の現状につい
てまとめた．その結果，低平地研究会の科学技術
コミュニケーション活動は，イギリスにおける第
二段階に対応した一方向的なスタイルのものが多
いことが明らかとなった．
　イギリスの先行事例や我が国の近年の状況，ま
たリスクコミュニケーションのいずれにおいても
双方向的なアプローチが有効とされている．これ
らを鑑みれば，低平地研究分野においても，一般
市民との双方向的な対話の場を設けることが求
められていると推察される．また，杉山9）は市民
の科学理解の改善を目指す活動は一方向的（= 欠
如モデル的）なものに変質しがちであると懸念し，
その対応策として「公衆の科学リテラシーだけで
なく，科学（者）の社会リテラシーも必要である」
と紹介しているが，双方向的な科学技術コミュニ
ケーション活動は，研究者の社会リテラシーの向
上をもたらすことも期待できる．
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　土木技術者に対して科学コミュニケーター的役
割が求められていることからも，低平地研究分野
において科学技術コミュニケーションの視点は今
後，さらに重要性を増してくると考えられる．研
究者や技術者などの専門家が科学技術コミュニ
ケーターの素養を身につけることだけでなく，科
学技術コミュニケーションやリスクコミュニケー
ションを専門とするコミュニケーターが必要かも
しれない．科学技術に対する信頼が低下し，また，
災害の世紀と呼ばれるように自然災害リスクが高
まっていることを鑑みれば，新しい双方向的な科
学技術コミュニケーションについて検討し，取り
入れていくことが求められているだろう．
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